
1 

 

 

自営型テレワークの適正な実施のためのガイドライン 

 

第１ 趣旨 

  このガイドラインは、自営型テレワークの契約に係る紛争を未然に防止し、

かつ、自営型テレワークを良好な就業形態とするために、自営型テレワーク

の契約条件の文書明示や契約条件の適正化等について必要な事項を示すもの

である。 

また、契約の当事者だけでなく、契約を締結する際に仕事の仲介事業を行う

者も契約に様々な影響を与え得ることから、契約に係る紛争を未然に防止する

観点等から、当該者が留意すべき事項も併せて示すものである。 

加えて、自営型テレワーカーは、特定受託事業者に係る取引の適正化等に関

する法律（令和５年法律第 25号。以下「法」という。）第２条第１項の「特定

受託事業者」に該当することが多いと考えられることから、第２及び第３の一

部について、法の関連する内容を併せて記載している。 

  自営型テレワークの仕事を注文する者及び仲介事業を行う者は、契約を締

結するに当たっては、第３に示す内容を守ることが求められるとともに、関

係法令を遵守することが必要である。 

   

第２ 定義 

  このガイドラインにおいて、次に掲げる用語の意味は、それぞれ次に定め

るところによる。 

（１）自営型テレワーク 

   注文者から委託を受け、情報通信機器を活用して主として自宅又は自宅

に準じた自ら選択した場所において、成果物の作成又は役務の提供を行う

就労をいう（法人形態により行っている場合や他人を使用している場合等

を除く。）。 

 

（２）自営型テレワーカー 

   自営型テレワークを行う者をいう。 

   注文者が事業者であってその事業のために自営型テレワーカーに業務委

託（法第２条第３項の「業務委託」をいう。以下同じ。）を行う場合、自営

型テレワーカーは、法第２条第１項の「特定受託事業者」に該当し得る。 

 

（３）注文者 
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   自営型テレワークの仕事を自営型テレワーカーに直接注文し、又はしよ

うとする者をいう。他者から業務の委託を受け、当該業務に関する仕事を

自営型テレワーカーに注文する場合は、当該注文を行う者が注文者となる。 

   注文者が事業者であってその事業のために自営型テレワーカーに業務委

託を行う場合、当該注文者は法第２条第５項の「業務委託事業者」に該当

し得る。また、「業務委託事業者」に該当する注文者が従業員を使用するも

のである場合、当該注文者は、同条第６項の「特定業務委託事業者」に該

当し得る。 

 

（４）仲介事業者 

次に掲げる者をいう。 

  ① 他者から業務の委託を受け、当該業務に関する仕事を自営型テレワー

カーに注文する行為を業として行う者   

  ② 自営型テレワーカーと注文者との間で、自営型テレワークの仕事のあ

っせんを業として行う者   

  ③ インターネットを介して注文者と受注者が直接仕事の受発注を行うこ

とができるサービス（いわゆる「クラウドソーシング」）を業として運営

している者 

    上記の①に掲げる者については法第２条第５項の「業務委託事業者」

に該当し得るものであり、また、上記の②及び③に掲げる者であって実

質的に自営型テレワーカーに業務委託を行うものについても「業務委託

事業者」に該当し得る。また、「業務委託事業者」に該当する仲介事業者

が従業員を使用するものである場合、当該仲介事業者は、同条第６項の

「特定業務委託事業者」に該当し得る。 

   

第３ 関係者が守るべき事項 

（１）募集 

 イ 募集内容の明示 

注文者又は第２の（４）の②の仲介事業者は、自営型テレワークの仕   

事を募集する際には、募集に応じて自営型テレワーカーとなろうとする者

（以下「応募者」という。）に対し、①から⑥までの事項（以下「募集内

容」という。）を文書、電子メール又はウェブサイト上等で明示すること。 

その際、当該応募者に誤解を生じさせることのないように平易な表現を用

いる等その的確な表示に努めること。注文者又は仲介事業者（以下「注文

者等」という。）が法第２条第６項の「特定業務委託事業者」に該当する

場合、広告等により自営型テレワーカーの仕事を募集する際には、募集内
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容について虚偽の表示又は誤解を生じさせる表示をしてはならず、また、

正確かつ最新の内容に保つ義務があること（法第 12条）。 

① 注文する仕事の内容 

② 成果物の納期予定日（役務の提供である場合は、役務が提供される予

定期日又は予定期間） 

③ 報酬予定額、報酬の支払期日及び支払方法 

④ 注文する仕事に係る諸経費の取扱い 

⑤ 提案や企画、作品等（以下「提案等」という。）に係る知的財産権の

取扱い 

⑥ 上記募集内容に関する問合せ先 

 

ロ 募集内容を明示するに当たって留意すべき事項 

① 注文する仕事の内容 

注文者は、イの①を明示するに当たっては、業務委託において求めら

れる成果物の内容又は役務提供の内容、業務の遂行に必要な技術・経験

や、業務遂行に必要な所要時間の目安、検収基準、不良品の取扱いに関

する定め、成果物の知的財産権の許諾・譲渡の範囲、違約金に関する定

め等を示すことが望ましいこと。 

また、提示した依頼内容や報酬に対して応募された複数の提案等から

採用案を選び、報酬を支払う形式（いわゆる「コンペ式」）の場合には、

募集する提案等の内容を具体的に示すこと。 

 

② 募集内容に関する説明 

注文者又は第２の（４）の②の仲介事業者は、募集内容に関し、自営

型テレワーカーから問合せがあった場合には、十分な説明を行うこと。

そのため、自営型テレワーカーに対し、募集内容に関して問合せに応じ

る連絡先や方法を明示する必要があること。また、募集に応じた自営型

テレワーカーに対して、明示した募集内容を変更する場合には変更内容

を明示することが望ましいこと。 

 

③ 募集から契約までの間に取得した提案等の取扱い 

提案等を応募しようとする際に知的財産権（著作権等）が発生する場

合、知的財産権を譲渡する旨の契約が締結されない限り、知的財産権は

提案等を作成した応募者に帰属することから、注文者が、その募集に応

じて応募され、採用に至らなかった提案等の知的財産について、選考以

外の用途で、応募者に無断で公開し、又は使用しないこと。 
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注文者は、紛争を防止するため、採用された提案等に係る知的財産権

を契約時に譲渡させ、利用許諾を行わせ、又はその権利行使を制限する

場合には、募集の際に、その旨を明示しておくこと。 

 

④ 仲介事業者による注文者への支援 

注文者でない仲介事業者は、注文者が応募者に対し適切に募集内容を 

明示するため、注文者に対する助言を行う等、注文者に対する支援を行  

うことが望ましいこと。 

 

  ハ その他 

    いわゆる「コンペ式」の場合において、注文者は、採用された提案等

の応募者に対し、募集段階で明示されていないような内容で、納品後の

成果物の大幅な修正を指示する等、過大な要求をすることは望ましくな

いこと。大幅な修正を要求する場合は、自営型テレワーカーと改めて協

議し、合意した上で、適正な追加報酬等を含め契約を見直すこと。 

    なお 、注文者等が法第２条第６項の「特定業務委託事業者」に該当す

る場合、自営型テレワーカーへの過大な要求については、法第 14条第１

項第３号の業務委託におけるパワーハラスメントに該当することがある

ほか、法第５条（特定業務委託事業者の遵守事項）の規定に違反し得る

場合もあることに留意が必要であること。 

 

（２）契約条件の文書明示及びその保存 

  イ 契約条件の文書明示 

    注文者は、自営型テレワーカーと自営型テレワークの契約を締結する

ときには、自営型テレワーカーと協議の上、自営型テレワーカーに対し

て、次の①から⑫までの事項を明らかにした文書を交付すること。 

また、契約期間が一定期間継続し、受発注が繰り返されるような場合、

各回の受発注に共通する事項を包括的な契約とし、納期等各回の個別の事

項をその都度の契約内容として、それぞれ明示することも可能であること。 

注文者等が法第２条第５項の「業務委託事業者」に該当する場合、当該

注文者等は、自営型テレワーカーに業務委託をした場合は、原則として、

直ちに、契約条件のうち法に定める事項を書面又は電磁的方法により自営

型テレワーカーに明示する義務があること（法第３条第１項）。 

① 注文者の氏名又は名称、所在地及び連絡先並びに委託した自営型テレ

ワーカーの氏名又は名称 

② 注文年月日 
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③ 注文した仕事の内容 

④ 報酬額、報酬の支払期日及び支払方法 

⑤ 注文した仕事に係る諸経費の取扱い 

⑥ 成果物の納期（役務の提供である場合は、役務が提供される期日又は

期間） 

⑦ 成果物の納品先及び納品方法 

⑧ 成果物の内容について検査をする場合は、その検査を完了する期日

（検収日） 

⑨ 契約条件を変更する場合の取扱い 

⑩ 成果物に瑕疵がある等不完全であった場合やその納入等が遅れた場

合等の取扱い（補修が求められる場合の取扱い等） 

⑪ 成果物に係る知的財産権の取扱い 

⑫ 自営型テレワーカーが業務上知り得た個人情報及び注文者等に関す

る情報の取扱い 

 

ロ 電子メール等による明示 

イの①から⑫までの事項は、文書の交付に代えて電子メール又は当該

事項の掲載されたウェブページのＵＲＬをメッセージ上に記載する方法

等（以下「電子メール等」という。）での明示によることとしてもよい。

この場合、自営型テレワーカーが出力できるものであることが必要であ

る。ただし、その場合でも、自営型テレワーカーから文書の交付を求め

られたときは、速やかに文書を当該自営型テレワーカーに交付すること。 

 

  ハ 契約条件の文書保存 

    注文者は、自営型テレワーカーとの契約条件をめぐる紛争を防止する

ため、イの事項を記載した文書又は電子メール等を３年間保存すること。 

 

（３）契約条件の適正化 

  イ 契約条件明示に当たって留意すべき事項 

（２）のイにより契約条件を明示するに当たっては、以下の事項に留

意すること。 

  ① 注文者の氏名又は名称、所在地及び連絡先、委託した自営型テレワー

カーの氏名又は名称（（２）のイの①） 

      注文者が特定でき、確実に連絡が取れるものであること。 

 

   ② 注文した仕事の内容（（２）のイの③） 
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自営型テレワーカーが作業を円滑に進めることができ、誤解が生じ

ることがないよう仕事内容が明確に分かるものであること。仕事内容

について、双方に思い違い、誤解があることが、報酬支払等の紛争に

つながりがちなことから、この点は特に留意が必要であること。 

 

③ 報酬額、報酬の支払期日及び支払方法（（２）のイの④） 

（イ）報酬額 

報酬額については、同一又は類似の仕事をする自営型テレワーカー

の報酬、注文した仕事の難易度、納期の長短、自営型テレワーカーの

能力等を考慮することにより、自営型テレワーカーの適正な利益の確

保が可能となるように決定すること。 

      なお、自営型テレワークに係る報酬は、一律に時間給又は日給に

換算し得るものではないため自営型テレワーカーの報酬と雇用労働

者の賃金を厳密に比較することは困難であるが、注文者が標準的な

自営型テレワーカーの時間当たりの作業量から想定される時間当た

り報酬額を勘案した上で、最低賃金を１つの参考として自営型テレ

ワーカーの報酬を決定することも考えられる。自営型テレワーカー

が下請や孫請けとなっている等、重層的な契約となっている場合で

も、同様である。 

     また、見積りを作成する際には、必要以上に見積りを繰り返すも

のの契約締結に至らない等自営型テレワーカーの過度な負担となら

ないような見積りとすることが望ましいこと。 

       注文者等が法第２条第６項の「特定業務委託事業者」に該当し、

自営型テレワーカーに１か月以上の業務委託（当該業務委託に係る

契約の更新により１か月以上継続して行うこととなるものを含む。

以下同じ。）を行う場合には、自営型テレワーカーの給付の内容と

同種又は類似の内容の給付に対し通常支払われる対価に比し著し

く低い報酬の額を不当に定めることは禁止されていること（法第５

条第１項第４号）。 

 

（ロ）報酬の支払期日 

      報酬の支払期日については、注文者が成果物についての検査をす

るかどうかを問わず、注文者が自営型テレワーカーから成果物を受

け取った日又は役務の提供を受けた日から起算して 30 日以内とし、

長くても 60日以内とすること。 

            注文者等が法第２条第６項の「特定業務委託事業者」に該当する
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場合は、当該注文者等が自営型テレワーカーの給付の内容について

検査をするかどうかを問わず、給付を受領した日から起算して 60日

以内のできる限り短い期間内で、報酬の支払期日を定める義務があ

ること（法第４条第１項）。また、第２の（４）の①の仲介事業者が、

法第２条第６項の「特定業務委託事業者」に該当する場合であって、

自営型テレワーカーに一定の事項を明示して再委託をした場合には、

当該仲介事業者は、元委託業務の対価の支払期日から起算して 30日

以内のできる限り短い期間内で、報酬の支払期日を定めることがで

きること（法第４条第３項）。 

 

   （ハ）報酬の支払方法 

      原則として、注文者が自営型テレワーカーに報酬を支払うことと

なるが、いわゆるクラウドソーシングを運営している仲介事業者等、

注文者以外の者が自営型テレワーカーに支払代行を行う場合には、

契約条件明示の際に、併せてその旨を明示すること。 

     

   ④ 注文した仕事に係る諸経費の取扱い（（２）のイの⑤） 

注文者が負担する通信費、送料等仕事に係る経費において、注文者

が負担する経費がある場合には、あらかじめその範囲を明確にしてお

くこと。 

注文者等が法第２条第５項の「業務委託事業者」に該当する場合は、

業務委託に係る業務の遂行に自営型テレワーカーが要する費用等（例

えば材料費、交通費、通信費等であるが、名目を問わない。）を注文者

等自身が負担する場合には、原則として、当該費用等の金額を含めた

総額が把握できるように報酬の額を明示する義務があること。 

 

⑤ 成果物の納期及び納品先（（２）のイの⑥及び⑦） 

（イ）成果物の納期 

成果物の納期（役務の提供である場合は、役務が提供される期日又

は期間）については、自営型テレワーカーの作業時間が長時間に及び

健康を害することがないように設定すること。その際には、通常の労

働者の 1日の所定労働時間の上限（8時間）を作業時間の上限の目安

とすること。 

 

   （ロ）成果物の納品先 

報酬の支払期日は納品日から起算して一定日数以内とされる場合



8 

 

も多いことから、確実に成果物が納品されることが重要であり、納品

先を明確にしておくこと。 

 

⑥ 契約条件を変更する場合の取扱い（（２）のイの⑨） 

   契約締結後に契約内容の変更が生じることが考えられるため、契約締

結時にあらかじめ契約条件の変更に係る取扱いについて、明らかにして

おくこと。その際、変更後の紛争の発生を防止するため、変更時には変

更内容を文書等で明示し、自営型テレワーカーと合意することや、その

場合に従前の契約に基づく作業の成果物、報酬等の取扱いについても双

方で十分協議すること等を明確にしておくこと。 

      注文者等が法第２条第６項の「特定業務委託事業者」に該当し、自営

型テレワーカーに１か月以上の業務委託を行う場合には、自営型テレワ

ーカーの責めに帰すべき事由がないのに報酬の額を減ずること（法第５

条第１項第２号）や、自営型テレワーカーの責めに帰すべき事由がない

のに、給付の内容を変更させ、又は給付を受領した後や役務の提供を受

けた後に給付をやり直させること（法第５条第２項第２号）は禁止され

ていること。 

 

⑦ 成果物に瑕疵がある等不完全であった場合やその納入等が遅れた場

合等の取扱い（補修が求められる場合の取扱い等）（（２）のイの⑩） 

   成果物に瑕疵がある等成果物又は役務の提供が不完全であった場合

やその納入又は提供が遅れた場合等、自営型テレワーカーの責任により、

契約書に定めた内容が履行されなかった場合には、注文者は自営型テレ

ワーカーに成果物の完全履行のため補修を求めることや、生じた損害の

賠償の請求をすることがあり得るので、その場合の取扱いについて自営

型テレワーカーの責任を含めあらかじめ明確にしておくこと。 

 

⑧ 成果物に係る知的財産権の取扱い（（２）のイの⑪） 

注文者は、コンピュータ・プログラム、物品のデザイン等、成果物や

その創作過程で生じた知的財産に係る知的財産権を注文者に譲渡させ、

利用許諾を行わせ、又はその権利行使を制限する場合には、その旨や対

価等をあらかじめ明確にしておくこと。 

   なお、注文者である仲介事業者は、成果物に係る知的財産権を受注し

た仕事の発注を行った者（以下「発注者」という。）に譲渡等をさせる

場合は、その旨も明確にしておくこと。 

      注文者等が法第２条第５項の「業務委託事業者」に該当する場合であ



9 

 

って、業務委託の目的物たる給付に関し、自営型テレワーカーの知的財

産権が発生する場合は、注文者等が目的物を給付させる又は役務を提供

させるとともに、当該知的財産権を自らに譲渡・許諾させることを含め

て業務委託を行う場合には、当該知的財産権の譲渡・許諾に係る対価を

報酬に加える義務があること。 

 

   ⑨ 自営型テレワーカーが業務上知り得た個人情報及び注文者等に関す

る情報の取扱い（（２）のイの⑫） 

     注文者は、自営型テレワーカーが遵守すべき個人情報の安全管理に

関する事項（契約範囲外での当該個人情報の利用禁止、個人情報の保

管、仕事終了後の個人情報の消去等）等をあらかじめ明らかにしてお

くこと。 

     また、自営型テレワーカーが業務上知り得た注文者や仲介事業者に

関する情報（発注者に関する情報も含む。）についても、秘密保持が求

められるものもあるため、個人情報と同様、自営型テレワーカーが遵

守すべき機密情報等の取扱いに関する事項（契約範囲外での当該情報

の利用禁止、機密情報等の保管、仕事終了後の機密情報等の消去等）

等をあらかじめ明らかにしておくこと。 

     これらの事項を定める際には、これらの情報を漏洩した場合に発生

する責任の範囲（責任額の上限等）についても、明示することが望ま

しいこと。 

 

ロ 成果物の内容に関する具体的説明 

    注文者は、自営型テレワーカーと成果物のイメージをできる限り具体

的に共有し、自営型テレワーカーの過度な負担となる補修を繰り返さな

いようにするため、契約条件の文書交付と併せ、自営型テレワーカーに

求める成果物の内容について、具体的に説明すること。 

 

ハ 報酬の支払 

請負契約における成果物に瑕疵があっても、当該瑕疵の補修がなされ

た場合には、注文者は自営型テレワーカーに報酬を支払う必要があるこ

と。 

発注者が注文者である仲介事業者に報酬を支払わない場合であっても、

自営型テレワーカーが瑕疵のない成果物を納品し、又は役務を提供した

場合には、仲介事業者は、自営型テレワーカーに対して報酬を支払うこ

と。 
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ニ 契約条件の変更 

    契約条件を変更する場合には、自営型テレワーカーと十分協議の上、

（２)のイに掲げる事項の内容を確認し、文書又は電子メール等を交付す

ること。その際、自営型テレワーカーに不利益が生ずるような変更をテ

レワーカーに強要しないこと。また、自営型テレワーカーが契約条件の

変更に応じない場合であっても、それにより不利益な取扱いを行わない

ようにし、当初の契約内容を守ること。 

    さらに、頻繁な仕様の変更により実質的に契約条件の変更となってい

る場合についても自営型テレワーカーに不利益が生じないようにする必

要があること。 

    注文者である仲介事業者は、発注者の事情により仲介事業者と自営型

テレワーカーとの間の契約条件が変更される場合には、自営型テレワー

カーに不利益な契約条件の変更を強要しないようにするとともに、発注

者の事情により、発注者と仲介事業者との間の契約条件が変更される場

合には、その契約条件の変更により自営型テレワーカーに不利益が生じ

ないよう、発注者と協議することが求められること。 

        なお、注文者等が法第２条第６項の「特定業務委託事業者」に該当す

る場合、自営型テレワーカーへの不利益な契約条件の変更の強要につい

ては、法第 14条第１項第３号の業務委託におけるパワーハラスメントに

該当することがあるほか、法第５条（特定業務委託事業者の遵守事項）

の規定に違反し得る場合もあることに留意が必要であること。 

 

  ホ 成果物に瑕疵がある等不完全であった場合やその納入等が遅れた場合

等の取扱い 

    成果物に瑕疵がある等成果物や役務の提供が不完全であったこと、そ

の納入又は提供が遅れたこと等により損害が生じた場合に、（２）のイに

基づきあらかじめ契約書において自営型テレワーカーが負担すると決め

ている範囲を超えて責任を負わせないようにすること。 

   

ヘ 契約解除 

① 注文者は、民法（明治 29年法律第 89号）の規定に基づき、自営型テ

レワーカーが契約に違反し、又は責めに帰すべき事由により契約を履行

しない場合に自営型テレワーカーの同意を得ずに契約を解除できるこ

と。 

   ② 注文者と自営型テレワーカーが合意により契約を解除する場合、例
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えば請負契約においては、既に仕事に着手した部分により利益が生じ

ている場合は自営型テレワーカーへその分の報酬を支払うことを決定

する等、注文者と自営型テレワーカーで十分に協議した上で、報酬等

を決定すること。 

   ③ ①のような契約違反等がない場合に、注文者が任意で契約を解除す

る場合は、注文者は、契約解除により自営型テレワーカーに生じた損

害の賠償が必要となること。 

   ④ 注文者の責めに帰すべき事由以外の事由（災害等）で契約が解除さ

れる場合に生じた負担は、注文者と自営型テレワーカーで十分協議す

ることが望ましいこと。 

 

ト 継続的な注文の打切りの場合における事前予告 

    同じ自営型テレワーカーに、例えば６月を超えて毎月１回以上自営型

テレワークの仕事を注文している等継続的な取引関係にある注文者は、

自営型テレワーカーへの注文を打ち切ろうとするときは、速やかに、そ

の旨及びその理由を予告すること。 

        注文者等が法第２条第６項の「特定業務委託事業者」に該当し、自営

型テレワーカーに６か月以上の業務委託（当該業務委託に係る契約の更

新により６か月以上継続して行うこととなるものを含む。以下同じ。）を

行う場合であって、契約の解除（契約期間の満了後に更新しない場合を

含む。以下同じ。）をしようとする場合には、当該注文者等は、災害その

他やむを得ない事由により予告することが困難な場合等を除き、自営型

テレワーカーに対し、書面の交付、ファクシミリ又は電子メール等（以

下「書面等」という。）により、少なくとも 30 日前までに、その予告を

行う義務があること（法第 16 条第１項）。また、予告がされた日から契

約が満了する日までの間において、契約の解除の理由の開示を当該注文

者等に請求した場合には、第三者の利益を害するおそれがある場合等を

除き、当該注文者等は、自営型テレワーカーに対し、書面等により、遅

滞なく開示する義務があること。 

 

（４）その他 

イ 仲介に係る手数料の明示 

    仲介手数料、登録料、紹介料、システム利用料等の名称を問わず、自

営型テレワーカーから仲介に係る手数料を徴収する場合には、仲介事業

者は、手数料の額、手数料の発生条件、手数料を徴収する時期等を、自

営型テレワーカーに対し、あらかじめ、文書又は電子メール等で明示し
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てから徴収すること。 

    仲介事業者は、注文者と自営型テレワーカーとの契約成立時に手数料

を徴収する場合には、個々の契約を締結するに際し、自営型テレワーカ

ーに対し、手数料の額等を明示すること。 

 

ロ 物品の強制購入等 

注文者は、正当な理由がある場合を除き、応募者及び自営型テレワー

カーに対して、自己の指定する物を強制して購入させ、又は役務を強制

して利用させないこと。 

注文者等が法第２条第６項の「特定業務委託事業者」に該当し、自営

型テレワーカーに１か月以上の業務委託を行う場合には、自営型テレワ

ーカーの給付の内容を均質にし、又はその改善を図るため必要がある場

合その他正当な理由がある場合を除き、自己の指定する物を強制して購

入させ、又は役務を強制して利用させることは禁止されていること（法

第５条第１項第５号）。 

 

ハ 注文者の協力 

    注文者は、自営型テレワーカーが仕事をする上で必要な打合せに応じ

る等、契約内容を履行するために必要な協力を行うことが望ましいこと。 

 

ニ 個人情報等の適正な管理等 

 ① 自営型テレワーカーの個人情報の保護 

     注文者及び仲介事業者は、自営型テレワーカー又は応募者の個人情

報を取り扱うに当たっては、その利用の目的をできる限り特定するこ

と。また、あらかじめ本人の同意を得ないで、利用目的の達成に必要

な範囲を超えて、個人情報を取り扱わないこと。注文者及び仲介事業

者は、自営型テレワーカー又は応募者の個人情報の安全管理のために

必要かつ適切な措置を講じるほか、個人情報の保護に関する法律（平

成 15年法律第 57号）を遵守すること。 

 

② 自営型テレワーカーが取り扱う個人情報について 

     注文者は、個人情報の取扱いを自営型テレワーカーに委託する場合、

当該個人情報の安全管理が図られるよう、自営型テレワーカーに対し

て、必要な監督を行わなければならないこと。 

 

ホ 健康確保措置 
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    情報機器作業（注）の適正な実施方法、腰痛防止策等の健康を確保す

るための手法について、注文者が自営型テレワーカーに情報提供するこ

とが望ましいこと。なお、情報提供の際は、必要に応じて令和元年７月

12日付け基発第 0712第３号「情報機器作業における労働衛生管理のため

のガイドラインについて」及び平成 25年６月 18日付け基発 0618第１号

「職場における腰痛予防対策の推進について」を参考にし、情報提供す

ることが望ましいこと。 

    注文者は、自営型テレワーカーから健康確保に関する相談を受けた場

合には、相談に応じ、作業の進捗状況に応じた必要な配慮をするよう努

めること。その際、相談内容についての情報管理を徹底するとともに、

相談者のプライバシーの保護に配慮すること。 

 

ヘ 能力開発に関する支援 

注文者は、自営型テレワーカーが能力の開発及び向上を図ることがで

きるように、業務の遂行に必要な技能、これに関する知識の内容及び程

度その他の事項に関する情報の提供等、自営型テレワーカーの能力開発

を支援することが望ましいこと。 

 

  ト 担当者の明確化 

注文者は、あらかじめ、自営型テレワーカーから問合せや苦情等があ

った場合にそれに対応する担当者を明らかにすることが望ましいこと。 

 

チ 苦情の自主的解決等 

注文者は、自営型テレワーカーから苦情の申出を受けたときは、自営

型テレワーカーと十分協議する等、自主的な解決を図るように努めるこ

と。 

仲介事業者は、相談窓口を明確化する等、注文者や発注者、自営型テ

レワーカーや応募者からの苦情を迅速、適切に処理するための体制整備

を行うことが望ましいこと。 

 

    リ 育児介護等と業務の両立に対する配慮 

    注文者は、自営型テレワーカーに対し、自営型テレワーカーからの申

出に応じて、自営型テレワーカーが育児介護等と業務を両立できるよう、 

必要な配慮（以下「配慮」という。）を行うこと。 

注文者等が法第２条第６項の「特定業務委託事業者」に該当する場合、 

当該注文者等は、自営型テレワーカーに６か月以上の業務委託を行うとき
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は、配慮を行う義務があり（法第 13条第１項）、６か月未満の業務委託を

行う場合には、配慮を行う努力義務があること（法第 13条第２項）。 

 

  ヌ ハラスメント対策に係る体制整備 

注文者は、業務委託におけるハラスメントにより自営型テレワーカー

の就業環境を害することのないよう相談対応のための体制整備その他の

必要な措置（以下「ハラスメントに係る相談体制の整備等」という。）を

行うこと。 

注文者等が法第２条第６項の「特定業務委託事業者」に該当する場合

は、ハラスメントに係る相談体制の整備等を行う義務があり（法第 14条

第１項）、自営型テレワーカーがハラスメントに関する相談を行ったこと

等を理由とした不利益な取扱いは禁止されていること（法第 14条第２項）。 

 

ル その他 

下請代金支払遅延等防止法（昭和 31年法律第 120号）が適用される場

合は、同法第２条第７項に規定する親事業者に該当する注文者は、書面

の交付義務等、同法を遵守することがあることにも留意が必要であるこ

と。また、注文者等が法第２条第５項の「業務委託事業者」に該当する

場合には、法に定める義務等について、本ガイドラインに記載されてい

るもの以外も含め、遵守することが必要であることにも留意が必要であ

ること。 

 

（注）情報機器作業とは、パソコンやタブレット端末等の情報機器を使用し

て、データの入力・検索・照合等、文章・画像等の作成・編集・修正等、

プログラミング、監視等を行う作業をいう（「情報機器作業における労

働衛生管理のためのガイドライン」）。 


